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１．研究の背景と目的
　都市は都市計画法に基づき，都市計画区域やそ
の区域区分，さらに用途地域が定められ，都市の
発展維持が図られている．しかし実際の都市の中
では，空き家問題や低未利用地化に代表される非
計画的な都市撤退が起こっており，看過できない
状態の都市も少なくないことから，現行の制度は
必ずしも狙い通りにいっているとは言えない．ま
た，人口減少下の我が国において都市撤退はます
ます顕在化しており，早急な対応が求められてい
る．そのため本研究では土地利用細分メッシュを
時系列的に調査し，都市撤退の実態を把握する．
さらに判別分析を用いて都市撤退の「地理的要因，
土地利用規制的要因」を解析することを目的とす
る．
　都市を構成する要素はさまざまで，多様な要因
が複合的に都市撤退に影響を及ぼしていると考え
られる．その中で上記 2つの要因に焦点を絞った
理由は，一様に入手可能なデータを用いることで，
同一の視点から異なった都市を分析することが可
能となり，都市撤退に共通する要因を抽出できる
と考えたためである．
２．研究方法
　人口減少率が全国平均より大きく１）都市撤退
現象の実態の把握に適していると考えられる九州
内の用途地域（91都市）を対象とする．用途地域
を対象としたのは計画的に土地利用の誘導が行わ
れている場所での都市撤退がより深刻な問題であ
ると考えたためである．なお，政令指定都市と町
村はデータの比較が困難なことから，対象外とす
る．
　まず，GIS（地理情報システム）を用いて土
地利用細分メッシュ（100m × 100m）を時系列
的に分析，都市撤退メッシュを把握する．次に，
九州の対象都市を撤退メッシュが多い順に並べ，
ワースト10都市ランキングを作成し，撤退の多い
都市を把握する．そして都市撤退の多い都市につ
いて，土地利用メッシュ分布状況マップを制作し，
さらに判別分析を用い，撤退要因を地理的な視点
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特  集　地理情報システム（GIS）の応用
表-１　都市利用種別と都市・非都市の区別 表-2　都市撤退ワースト10都市
土地利用種別 概　　　要
都市・
非都市定義
１，田 湿田・乾田・沼田・蓮田および田 非都市
２，その他農用地 麦・陸稲・野菜・草地・芝地・等を栽培する土地 非都市
３，森林 多年生植物の密生している地域 非都市
４，荒地 荒地・がけ・岩・湿地・採鉱地等 非都市
５，建物用地 住宅地・市街地等で建物が密集しているところ 都市
６，交通用地 道路・鉄道・操車場などで，面的に捉えられるもの 都市
７，公共用地 運動競技場，空港野球場・学校港湾地区等 都市
８，河川及び湖沼 人工湖・自然湖・池・河川・河川区域の河川敷 非都市
９，海浜 海岸に接する砂，れき，岩の区域 非都市
10，海水域 海，隠顕岩，干潟，シーバース 非都市
11，ゴルフ場 フェアウエイ及びラフの外側と森林の境目 非都市
都市名 都市撤退率
１，志布志市 10.07％
２，多久市 8.71％
３，宮若市 5.58％
４，豊前市 4.92％
５，宇土市 4.39％
６，諫早市 4.37％
７，飯塚市 4.31％
８，伊万里市 4.11％
９，竹田市 4.09％
10，別府市 4.07％
～
87，国東市 0.84％
88，古賀市 0.66％
89，春日市 0.57％
90，小林市 0.44％
91，山鹿市 0.23％
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から解析する．また，マルコフモデルを利用して
都市撤退の将来予測を行う．ワースト10都市それ
ぞれに対して上記の作業を行い，都市ごとの解析
結果をまとめた「撤退カルテ」を作成し，都市ご
との特徴を捉える．最後に10都市のデータをまと
めて分析し，本研究の目的であった都市撤退の共
通的要因を解析する．
３．結果
3.1　各都市の土地移行メッシュの分布状況につ
いて
　１章で述べたように都市撤退ワースト10都市に
対して土地移行メッシュの分布状況図を作成し，
都市撤退を視覚的に理解できるようにした．各都
市，都市と非都市の境目で都市撤退が起こってい
ることが見てとれた．また，駅が近くにあるよう
な，交通の便がいいと思われる場所でも，都市を
維持できずに都市撤退が発生している都市がある
ことが判明した．
3.2　都市撤退に関わる要因の判別分析結果と考察
　１章で述べたように，「地理的要因，土地利用
規制的要因」の２つの要因に焦点を絞って判別
分析を行った．GIS を用いて用途地域のデータや
近接するメッシュの土地利用のデータを，土地
利用細分メッシュ（100m × 100m）に組み込み
Excel にエクスポートした．この作業を10都市分
行い，最後に10都市分のデータを結合させ SPSS
を用いて判別分析を行った．その結果が表－３で
ある．分析の精度を表す判別的中率は 75.4% であ
り分析結果の精度に問題はないことが確認された．
なお，判別分析の結果，都市撤退との関わりに有
図-1　志布志市の土地移行メッシュ 図-2　宮若市の土地移行メッシュ 図-3　豊前市の土地移行メッシュ
図-4　伊万里市の土地移行メッシュ 図-5　竹田市の土地移行メッシュ　 図-6　別府市の土地移行メッシュ
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意性があると判断された要因だけが結果に表れる
ので，投入したすべての要因が表－３に示されて
いるわけではない．
3.3　都市撤退に関わる要因に関する考察
　表－３より都市撤退に関わる土地利用規制的要
因としては，「第一種低層住居専用地域」と「商
業地域」が挙げられる．「第一種低層住居専用地域」
が都市撤退を引き起こす傾向にあるのは，良好な
住環境を守るために定められた強い建築制限のた
めに，周りに商店などが立てられず不便であるか
ら，などの理由が考えられる．「商業地域」が都
市撤退を引き留める傾向にあるのは，規制が緩い
ため需要に応じ様々な用途の建物を建てることが
でき，便利であるから，などの理由が考えられる．
　また，都市撤退に関わる地理的要因としては，
「周辺建物用地，公共用地」と「周辺田，周辺森林，
周辺河川および湖沼」が挙げられる．「周辺建物
用地，公共用地」が都市撤退を引き留める傾向に
あるのは，周辺住民との交流が容易であり，他者
との繋がりが形成されやすいからという可能性が
考えられる．「周辺田，周辺森林，周辺河川およ
び湖沼」が都市撤退を引き起こす傾向にあるのは，
周囲に田んぼや森林がある地域は，過疎地であっ
たり市街地のはずれであることが多く，利便性が
悪いことから，撤退につながるのではないかと考
えられる．
　「その場建物用地，交通用地，公共用地」が都
市撤退を引き起こす傾向にあるのは必然である．
都市撤退が起きるには，もともとその場が都市的
図-7　多久市の土地移行メッシュ 図-8　宇土市の土地移行メッシュ
図-9　諫早市の土地移行メッシュ 図-10　飯塚市の土地移行メッシュ
都市撤退に関わる要因 関数係数
その場建物用地 0.790
その場交通用地 0.858
その場公共用地 1.027
その場工業地域 -0.139
その場商業地域 -0.196
その場第一種低層住居
専用地域
0.104
周辺田 0.196
周辺森林 0.275
周辺建物用地 -0.122
周辺公共用地 -0.197
周辺河川および湖沼 0.098
周辺海 0.192
周辺ゴルフ場 0.196
表-3　都市撤退に関わる要因の判別分析結果
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土地利用でなければならないからである．しかし
説明変数の係数を見ることで，都市撤退の起こり
やすさが，「公共用地，交通用地，建物用地」の
順になっていることが分かった．
3.4　都市撤退予測に関して
　次にマルコフモデルを利用して将来の都市撤退
を予測する．マルコフモデルというのは「ある過
去の一地点から現在までの変化の遷移確率が，現
在から将来の変化においても適応されると仮定し，
将来の変化を予測するモデル」のことである．本
研究では，1991年（T）から2009年（T＋１）ま
での18年間の土地利用遷移データを算出して18年
後の2027年（T＋２）の土地利用を求める．
　まず，表－４のように行に1991年の土地利用，
列に2009年の土地利用を入れて変化マトリクスを
作成する．そして表－５のように各セル内の値
を土地利用種の合計で割り，T～ T＋１の遷移
行列を出す．ここでマルコフモデルの考え方よ
り，（T ～ T ＋１の遷移確率）×（T ～ T ＋１
の遷移確率）＝（T～ T＋２の遷移確率）が成
り立つので，Excel を用いて行列どうしの積（T
2009＝T＋1
志布志市 田 農用地 森林 荒地 建物用地 交通用地 公共用地
河川および
湖沼
海 ゴルフ場 合計
1991＝T 田 12 1 1 0 ３ 0 0 1 0 0 18
農用地 0 ３5 19 ３ 50 0 ４ 0 0 0 111
森林 0 ７ 9４ 2 9 0 ３ 0 0 0 115
荒地 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1
建物用地 0 ６ 22 2 ７1 0 ４ 0 0 0 105
交通用地 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2
公共用地 0 1 2 12 ３４ 1 ３2 0 0 0 82
河川および湖沼 0 0 0 0 0 0 0 1３ 0 0 1３
海 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
ゴルフ場 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
合計 12 50 1３8 20 1６9 1 ４３ 1４ 0 0
表-4　志布志市の土地利用変化マトリクス
2009＝T＋1
志布志市 田 農用地 森林 荒地 建物用地 交通用地 公共用地
河川および
湖沼
海 ゴルフ場 割合
1991＝T 田 0.６６７ 0.05６ 0.05６ 0.000 0.1６７ 0.000 0.000 0.05６ 0.000 0.000 1.000
農用地 0.000 0.３15 0.1７1 0.02７ 0.４50 0.000 0.0３６ 0.000 0.000 0.000 1.000
森林 0.000 0.0６1 0.81７ 0.01７ 0.0７8 0.000 0.02６ 0.000 0.000 0.000 1.000
荒地 0.000 0.000 0.000 1.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 1.000
建物用地 0.000 0.05７ 0.210 0.019 0.６７６ 0.000 0.0３8 0.000 0.000 0.000 1.000
交通用地 0.000 0.000 0.000 0.000 1.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 1.000
公共用地 0.000 0.012 0.02４ 0.1４６ 0.４15 0.012 0.３90 0.000 0.000 0.000 1.000
河川および湖沼 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 1.000 0.000 0.000 1.000
海 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
ゴルフ場 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
割合
表-5　志布志市の T ～ T＋１までの遷移確率
t から t＋2 までの遷移行列 田 農用地 森林 荒地 建物用地 交通用地 公共用地
河川および
湖沼
海 ゴルフ場
田 0.４４４ 0.0６７ 0.12７ 0.00６ 0.25３ 0.000 0.010 0.09３ 0.000 0.000
農用地 0.000 0.1３６ 0.289 0.052 0.４７5 0.000 0.0４７ 0.000 0.000 0.000
森林 0.000 0.0７４ 0.６9６ 0.0３9 0.155 0.000 0.0３７ 0.000 0.000 0.000
1991年に 荒地 0.000 0.000 0.000 1.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
105 建物用地 0.000 0.0７0 0.３2４ 0.0４３ 0.515 0.000 0.0４8 0.000 0.000 0.000
2 交通用地 0.000 0.05７ 0.210 0.019 0.６７６ 0.000 0.0３8 0.000 0.000 0.000
82 公共用地 0.000 0.0３４ 0.118 0.212 0.４６2 0.005 0.1６9 0.000 0.000 0.000
河川および湖沼 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 1.000 0.000 0.000
海 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
ゴルフ場 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
表-6　志布志市の T ～ T＋2までの遷移確率
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～T＋２の遷移行列）を出した．それが表－６で
ある．これに1991年の土地利用メッシュ数をかけ
ることにより2027年の土地利用の状況が求められ，
そこから 2009 年の土地利用の状況を引いた差が，
2009年から2027年までに新たに起こると考えられ
る都市撤退の量である．例として志布志市に対し
てマルコフモデルを適応し都市撤退予測を行った
結果を図－11として示す．表－２で示した他の
10都市に対しても同様に都市撤退予測を行った．
結果は，全体的に従来の都市撤退が起こった場所
の近くで新たな都市撤退が起こるというもので
あった．つまり従来の都市撤退の代表的な地点で
ある住宅地の撤退が今後も続くということである．
また，求めた都市撤退将来予測図と図－12のよ
うに都市計画マスタープランを比較し，「計画と
現状との乖離」を求めたところ，10都市すべてで
乖離が発生していることが判明した．
3.5　土地利用の推移に関して
　都市撤退ワースト10都市について，各都市の各
土地利用のメッシュ数が全体に占める割合を算出
し，10 都市全体の土地利用の推移をまとめたの
が，表－７である．表から，主に建物用地と森林
の土地利用が増加していることが分かった．また
都市撤退を起こしている地域では，住宅地は減少
しているのにも関わらず住宅地の土地利用が増加
していることから，住宅の建設が盛んに行われて
いることが考えられ，将来的には住宅の供給過多
と人口減少が相まって，住宅地を中心に都市撤退
がさらに加速していくことが懸念される．また，
志布志市や宇土市では特に低・未利用地が増加し
ており，土地の有効活用や，都市計画の見直しが
求められていると考えられる．
3.6　実際の都市撤退の様子について
　撤退した場所を衛星写真で観察したところ，多
くは荒地や畑になっていて草が生えている場所も
多かった．また，都市撤退跡地を駐車場として活
用している場所も見られた．整然と住宅が並んで
いる新興住宅地の中に，荒地や草地が点在してい
る．
　そして諫早や，飯塚，別府などでは，市内に大
量に都市撤退が見られる住宅地と，ほとんど都市
撤退が見られない住宅地があった．ここで諫早市
図-11　志布志市の都市撤退将来予測図 図-12　志布志市の都市計画マスタープラン2）
田 -0.0４2
農用地 -0.0３３
森林 0.02３
荒地 -0.01４
建物用地 0.259
交通用地 -0.020
公共用地 -0.0６9
河川および湖沼 -0.002
海 -0.002
ゴルフ場 -0.001
表-7　10都市合計の土地利用推移
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を例として，前者の住宅地を図－13，後者の住
宅地を図－14として示す．立証できたわけでは
ないが，体感的に「中心市街地までの距離」や「最
寄りの駅までの距離」と，都市撤退の進行具合は
比例しているように感じられた．また衛星写真を
利用し，都市撤退の実態を把握することで，商業
施設建設のための工事中の場所を誤って荒地と判
定し，都市撤退だとカウントしてしまうような，
誤認を避けることができた．さらに，用途地域内
で都市撤退が10%超という衝撃的な結果は，研究
を始めた当初は疑わしいように思われたが，実際
の撤退の様子について衛星写真を用いて観察した
ことにより，それは真実であり，想像以上に都市
撤退が深刻な状況であることを理解することがで
きた．
４．まとめ 
　近年の都市に様々な悪影響を及ぼし，人口減少
下の日本においてさらに顕在化することから，早
急な対応が求められている非計画的な都市撤退に
関して，地理的視点に加えて土地利用規制的要因
からも，その要因の解析と考察を重ねてきた．総
括すると，
　○地理的視点で関しては「周りが非都市的土地
利用であること」，
　○土地利用規制的視点に関しては「規制が厳し
い地域であること」
　この 2つの要因が非計画的な都市撤退に関わっ
ていると判明した．
　よって，本研究の研究目的であった非計画的な
都市撤退の要因を，分かりやすく一言で表すとす
れば，「不便さ」という言葉になるだろう．
　もちろん都市を構成する要素は利便性だけでな
く，住環境，防災性，地価など様々であり，多量
な要因が都市撤退に対して複合的に影響を及ぼし
ていると考えられる．しかし，それらすべての要
因を完全に明らかにするのは不可能なので，多量
な要因の一つを，本研究を通じて解明できたこと
はとても有意義であったと思う．
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図-13　諫早市の衛星写真
（Google map 諫早市久山台）
図-14　諫早市の衛星写真
(Google map 西諌早駅北西部 )
